
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口 面積 過疎

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

廿日市市循環型社会形成推進地域計画

令和6年11月30日

令和7年12月5日

１　計画の基本的な事項

構成市町村等（作成者）名 廿日市市

地域内総人口（人） 116,068人

地域総面積（㎢） 489.49km2

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、過
疎地域に該当がある市町村

名

廿日市市旧吉和村（一部過疎）、廿日市市旧佐伯町（一部過疎）、廿日市市旧宮島町
（一部過疎）

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

開始年月日 2025年4月1日

終了年月日 2030年3月31日

計画期間※ 5年
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施済の場合

実施予定の場合

備考

ペットボトル：
 ペットボトルのみを単独で回収し、民間事業者において有償引取りとする。
容器包装プラスチック及び製品に使用されているプラスチック：
 主務大臣の認定を受けた再商品化計画に基づき、再商品化を行う。

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施 ○

廿日市市

令和11年度

④市町村・品目により異なる（詳細は下記に記載）

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

第５次広島県廃棄物処理計画

令和３年３月策定の「第５次広島県廃棄物処理計画」において、平成10年度策定の「広島県ごみ処理広域
化計画」における廃棄物処理施設の集約化ブロック区分が示されている。これにより、大竹市と廿日市市
の２市を「大竹・廿日市ブロック」として、施設の集約化を進めるものである。
　廿日市市における燃やせるごみは、市町村合併前の体制で焼却処理２施設、ごみ固形燃料化１施設で処
理していたが、平成31年４月１日より、エネルギー回収型廃棄物処理施設である「はつかいちエネルギー
クリーンセンター」を供用開始し、施設の集約化を図った。その他、大型ごみ、小型及び複雑ごみについ
ても同様である。
　加えて、平成27年７月10日に、ごみ処理の広域化として隣接市の大竹市について一般廃棄物に関する処
理事務を廿日市市において受託したことにより、生活系ごみ及び事業系ごみのうち、もやすごみ及び可燃
性残渣について同施設で処理を行っている。
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

未策定の構成市（策定予定時期）

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入状況 ①全ての構成市町村で導入済

備考

策定状況 ①構成市全てで策定済

策定済の構成市（計画の名称） 廿日市市（廿日市市災害廃棄物処理計画）

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和12年度 現状比

116,068 113,069 -2.6%

12,144 11,176 -8.0%

21,145 19,294 -8.8%

426 397 -6.8%

　その他排出量（トン） 560 681 21.6%

　⑤総排出量（トン） 33,849 31,151 -8.0%

797 755 -5.3%

　再生利用量 3,842 6,293 63.8%

11% 20%

　最終処分量 3,042 2,768 -9.0%

9% 9%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 17,900 17,269

　年間の熱利用量（GJ） 87,789 86,000

特記事項

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　排出量

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

　⑧埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

・その他排出量は集団回収量である。
・はつかいちエネルギークリーンセンターでは熱利用による発電を行っており、施設内及
び廿日市衛生センターでの利用のほか、余剰電力は電力会社に売電している。また、隣接
する都市ガス工場に温水による熱供給を行っている。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

　③生活系ごみ排出量（トン）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　⑦総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　①総人口（人）

　②事業系ごみ排出量（トン）
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

　一般廃棄物処理基本計画策定以降、「⑧埋立最終処分量」が一般廃棄物処理基本計画において設定した推計
値を上回って大幅に減少した。よって、令和５年度時点での実績値と推計値の差について、令和６年度以降の
各年度推計値から減算し算出した。
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

33,849 t
リサイクル率

11.4%

処理残さ量

5,514 t
排出量 計画処理 16.6%

33,289 t
100.0% 減量化量

26,965 t
自家処理量 81.0% 最終処分量

3,042 t
9.1%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和12年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

31,151 t
リサイクル率

20.2%

処理残さ量

7,637 t
排出量 計画処理 25.1%

30,470 t
100.0% 減量化量

22,090 t
自家処理量 72.5% 最終処分量

0 t 2,768 t
9.1%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

743 t
2.4%

560 t 3,842 t

33,289 t

0 t

681 t 6,293 t

30,470 t
29,727 t 2,025 t
97.6% 6.6%

直接最終処分量

0 t 5,612 t
0.0% 18.4%

中間処理量 処理後最終処分量

808 t
2.4%

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

直接資源化量 処理後再生利用量

32,479 t 2,234 t
97.6% 6.7%

直接最終処分量

2 t 3,280 t
0.0% 9.9%

中間処理量 処理後最終処分量

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

直接資源化量 処理後再生利用量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

　現在は産業廃棄物の処理を行っていないが、今後、はつかいちエネルギークリーンセンターにおいて、
下水道施設からの下水道汚泥の焼却処理を行う予定である。

　ペットボトル及び容器包装プラスチック、製品に使用されているプラスチックを大臣認定ルートにより
再商品化するため、一時保管施設を整備する。
　表３のとおり必要な施設整備、表４のとおり計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧
を表５で示す。

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

　生活系ごみの分別区分・処理方法については、表２のとおりである。

　現在、燃やせるごみ、大型ごみ、小型及び複雑ごみは、施設の集約化、ごみ処理の広域化を目途としたエネルギー
回収型廃棄物処理施設である「はつかいちエネルギークリーンセンター」で処理し、廃棄物発電等による温室効果ガ
ス削減に寄与している。
　その他、びん・かん類、古紙・古布類、容器包装プラスチック（７品目限定としてペットボトル、白色の発泡スチ
ロール製食品トレイ、とうふパック、くだもの用などの透明容器、卵パック、プリン・ヨーグルトのカップ、乳酸菌
飲料の容器）は、はつかいちリサイクルプラザにて選別処理等を行った後、資源化している。このうち、容器包装プ
ラスチックは、指定法人ルートによる再商品化としている。

　今後、はつかいちリサイクルプラザで処理しているペットボトル及び容器包装プラスチック、製品に使用されてい
るプラスチックを対象に、プラスチック資源循環への対応及び資源化の促進を図るべく、分別区分の変更を行い、一
時保管施設を整備し、ペットボトルは独自ルート、容器包装プラスチック及び製品に使用されているプラスチック
は、主務大臣の認定を受けた再商品化計画に基づく再商品化を行う計画である。その他、はつかいちリサイクルプラ
ザの老朽化への対応として、びん・かん類の資源化施設についても再整備する計画である。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 

　今後とも、生活系ごみの分別区分に準じて処理・処分を行う。
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表２　廿日市市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

燃やせるごみ 焼却(熱回収)

はつかいちエ
ネルギーク
リーンセン
ター

燃やせるごみ 焼却(熱回収) 埋立

はつかいちエ
ネルギーク
リーンセン
ター

廿日市市一般廃棄物
最終処分場、大野一
般廃棄物最終処分
場、宮島一般廃棄物
最終処分場

びん・かん類

破袋・機械選
別・手選別・
保管・民間資
源化

びん・かん類
破袋・手選
別・保管

民間資源化 民間資源化

ペットボトル
などのプラス
チック製の容
器

破袋・手選
別・圧縮・保
管・再商品化

ペットボトル
再商品化（独
自ルート）

再商品化（独
自ルート）

紙類・雑がみ
容器包装プラ
スチック

布類
製品に使用さ
れているプラ
スチック

剪定枝 紙類・雑がみ

埋立ごみ 直接埋立

廿日市市一般廃棄物
最終処分場・大野一
般廃棄物最終処分
場・宮島一般廃棄物
最終処分場

布類

大型ごみ 剪定枝

小型及び複雑
ごみ

埋立ごみ 直接埋立 ―

廿日市市一般廃棄物
最終処分場・大野一
般廃棄物最終処分
場・宮島一般廃棄物
最終処分場

―

有害ごみ 保管 民間委託処理 大型ごみ

小型及び複雑
ごみ

有害ごみ 保管 民間委託処理
エコセンター
はつかいち

民間委託処理

剪断・破砕選
別等

焼却・民間資
源化

はつかいちエ
ネルギーク
リーンセン
ター

民間資源化

はつかいちリ
サイクルプラ
ザ

再商品化（大
臣認定ルー
ト）

保管 民間資源化 民間資源化

再商品化（大
臣認定ルー
ト）

剪断・破砕選
別・焼却・民
間資源化等

はつかいちエ
ネルギーク
リーンセン
ター

はつかいちリ
サイクルプラ
ザ

保管

保管・民間資
源化

現　　　状（令和５年度） 今　　　後（令和12年度）

廿日市市 処理施設等
分別区分 処理方法
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
(仮)はつかいち一時

保管施設

事業主体 廿日市市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

ペットボトル、容器包装
プラスチック及び製品に
使用されているプラス
チックを再商品化を行う
民間事業者に引渡するた
めの一時保管施設を新設
する。

施設種別 ストックヤード

処理方式 集積

処理能力（単位） 340（m
2
）

事業期間 令和8年度～令和10年度

竣工（事業完了）予定年月 令和11年３月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

広島県廿日市市宮内
3860

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策 -

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 ○

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合

①ペットボトル
②容器包装プラスチッ
ク
③製品に使用されてい
るプラスチック

備考 解体撤去含む
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ①

関連する本体事業の番
号

1

事業名
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 廿日市市

事業目的
ペットボトル、容器包装プラス
チック及び製品に使用されている
プラスチックを再商品化するため
の一時保管施設を新設するため

事業概要
解体工事事前調査

施設基本計画・設計
発注仕様書作成

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

プラ要件の経過措置 －

プラ施設整備事業 ○

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設 粗大ごみ処理施設 資源選別処理施設 積替え施設 粗大ごみ処理施設 不燃物処理施設 最終処分場

施設名
はつかいちエネルギーク

リーンセンター
はつかいちエネルギーク

リーンセンター
はつかいちリサイクルプ

ラザ
宮島清掃センター 宮島粗大ごみ処理施設 宮島不燃物処理施設

廿日市市一般廃棄物最終
処分場

施設所有主体 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市

型式及び処理方式 流動床式 選別・破砕 選別・圧縮・保管 貯留 破砕・選別 圧縮・梱包
セル＆サンドイッ

チ方式

処理能力（単位） 150（ｔ/日）2炉 10（ｔ/日） 24（ｔ/日） 25（ｔ/日） ４（ｔ/日） 25（ｔ/日） 152,809（m3）

エネルギー回収の有無 有 － － － － － －

竣工年月 平成31年４月 平成31年４月 平成13年３月 平成27年9月 平成５年４月 昭和55年11月 平成4年３月

廃止又は休止（予定）年月 令和21年３月 令和21年３月 未定 未定 未定 未定 未定

施設所在地
廿日市市木材港南

12番8号
廿日市市木材港南

12番8号
廿日市市宮内3860

番地
廿日市市宮島町

1171-6
廿日市市宮島町

1171-6
廿日市市宮島町

1171-6
廿日市市宮内3836

番地

想定される浸水深 5.0ｍ 5.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ

浸水対策

主要設備及びプ
ラットホームを２
階以上に設置して

いる。

主要設備を２階以
上に設置してい

る。搬入を行う1階
部分に、止水板、
防潮堤等を設置し

ている。

- - - - -

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

1

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 最終処分場 最終処分場 焼却施設 粗大ごみ処理施設 ごみ燃料化施設 焼却施設 粗大ごみ処理施設

施設名
大野一般廃棄物最

終処分場
宮島一般廃棄物最

終処分場
旧廿日市市清掃セ

ンター
旧廿日市市清掃セ

ンター
RDF製造施設 旧大野清掃センター 旧大野清掃センター

施設所有主体 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市 廿日市市

型式及び処理方式
セル＆サンドイッチ

方式
セル＆サンドイッチ

方式
流動床式 破砕 固形燃料化（RDF) 流動床式 破砕

処理能力（単位） 221,000（m3） 33,000（m3） 95（ｔ/日） 35（ｔ/日） 102（ｔ/日） 20（ｔ/日）2炉 13（ｔ/日）

エネルギー回収の有無 － － － － 有 無 －

竣工年月 平成6年４月 昭和63年10月 平成２年３月 平成２年３月 平成16年３月 平成8年12月 平成8年12月

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 平成16年2月廃止 平成16年2月廃止 平成31年３月休止 平成31年３月休止 平成31年３月休止

施設所在地
廿日市市大野1814

番地22
廿日市市宮島１１５３

番地１２
廿日市市宮内3860

番地
廿日市市宮内3860

番地
廿日市市宮内3860

番地
廿日市市大野1814

番地24
廿日市市大野1814

番地24

想定される浸水深 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ

浸水対策 - -

交付金を活用した解体を実
施する場合、その交付条件

跡地利用の解体

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

令和８年８月

完了（予定）年月 令和10年3月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

1 1

備考

旧廿日市市清掃セ
ンター（焼却施設）と
一体化した施設であ
るため、併せて解体

を行う。
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設 不燃物処理施設 最終処分場

施設名
旧佐伯クリーンセ

ンター
廿日市市佐伯不燃物処理作業場
(旧佐伯クリーンセンター内)

佐伯一般廃棄物最
終処分場

施設所有主体 廿日市市 廿日市市 廿日市市

型式及び処理方式 ストーカ式 ストックヤード
セル＆サンドイッ

チ方式

処理能力（単位） 15（ｔ/日）2炉 3（ｔ/日） 11,400（m3）

エネルギー回収の有無 無 － －

竣工年月 平成11年３月 平成１１年３月 平成6年3月

廃止又は休止（予定）年月 平成31年３月休止 平成31年３月休止 平成24年9月休止

施設所在地
廿日市市浅原甲524

番地
廿日市市浅原甲524

番地
廿日市市大野2715

番地2

想定される浸水深

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和5年度 目標　: 令和12年度

人口 構成比 人口 構成比

68,889 59.4% 82,909 73.3%

345 0.3% 296 0.3%

21,233 18.3% 13,927 12.3%

90,467 77.9% 97,132 85.9%

16,831 14.5% 10,750 9.5%

8,770 7.6% 5,187 4.6%

25,601 22.1% 15,937 14.1%

116,068 100.0% 113,069 100.0%

4,657 3,166

26,072 16,375

30,729 19,541

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

合計（キロリットル）

し
尿
・
汚
泥
の
量

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

　合併処理浄化槽の整備については、表７のとおり行う。

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

　　ア 生活排水処理の現状と今後

　施設集約化によるコスト低減、消費電力量の削減による二酸化炭素の排出抑制を目的として、将来的に
は、本市圏域から発生する全ての生活排水を処理施設において適正に処理を行う。
　市街地等の人口密集地については公共下水道を中心とした集合処理施設の整備を行い、その他の地域で
は、合併処理浄化槽の整備・転換を進めるものとする。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 2

事業主体 廿日市市

事業名称 浄化槽設置整備事業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和４年度）
1,224基

処理人口（人） 3,130人

整備計画

整備計画基数（基） 205基

整備計画人口（人） 458人

事業期間
令和7年度～令和9年

度

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

備考
全体の事業期間は令
和5年度～令和9年度
である。
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

ウ ごみ処理手数料有料化の実施内容

　本市では、生活系ごみについて燃やせるごみについては令和２年４月から有料指定袋を導入しており、
大型ごみはシールによる有料収集を導入している。事業系ごみについては、従量制での処理手数料制度を
導入している。

エ リチウム蓄電池に関する対策

　『施設の安定稼働』及び『危険ごみの安全な処理』を目的として、モバイルバッテリーやカセットボン
ベ、スプレー缶等、発火の危険性のあるごみの適正な分別、排出方法の周知等を行い、これらの危険なご
みの安全な処理方法を検討する。

６　関連するその他の施策

ア ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

　『実施する施策の認知度向上』及び『ごみ減量化・資源化に対する意識向上』、『分別意識の向上』等
を目的として、ごみ分別に関する情報や実施施策について、市のホームページや広報誌、ごみ分別アプ
リ、ごみ分別ポスター、ごみ分別早見表等で情報発信を行い、市民に対し周知徹底を行う。
『プラスチックごみの削減』を目的として、プラスチック製品の適正利用と減量化に向けて意識啓発を

行う。また、再生可能な製品を使用する事業者の支援や、ペットボトル削減のため給水スポットを設置す
るなど、様々な視点でプラスチックごみの削減手法を検討する。
　『食品ロスの削減』及び『食品ロスに係る事業者の意識向上』を目的として、情報発信やフードドライ
ブの実施検討、食品ロス削減のための様々な事例の調査や検討を行い、「市民」、「事業者」、「行政」
それぞれの立場で実施可能なものを整理し、食品ロスを生じないような仕組の確立を目指す。

イ プラスチック資源に関する施策内容

　『プラスチックの資源循環の推進』を目的として、市民や事業者に対しては、再生プラスチック製品の
積極的な利用の推進を行う。行政は、「国等による環境物品の調達の推進等に関する法律（グリーン購入
法）」の対象品以外でも再生プラスチック、バイオマスプラスチックを使用した製品を優先的に購入す
る。
プラスチックごみの資源化に向けて、国の動向や自治体での先進的な事例を参考に、容器包装プラスチッ
クの収集品目の拡大及び製品プラスチックの収集とその資源化について検討する。加えて、はつかいちリ
サイクルプラザの更新や改修を含めた今後のあり方や民間事業者との連携などについても検討し、実施に
向けて取り組む。
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　全ての事業者が「排出者責任」を自覚しごみの減量化に取り組むよう、大量排出事業者に対し、減量化
の協力要請を行う。事業系ごみの許可業者を対象に、はつかいちエネルギークリーンセンターで展開検査
及び処理不適物の混入調査を行い、検査及び調査の結果を踏まえ、排出事業者に対してごみの排出状況を
周知する。
　排出事業者に対して、市で作成した事業系一般廃棄物取扱マニュアルの周知を図り、ごみの減量や適正
処理に向けた助言・指導を行う。また、事業系一般廃棄物取扱マニュアルは必要に応じて内容の更新を行
い、ホームページで確認できるようにする。プラスチックの削減に取り組んでいる事業者や、食品ロスの
削減に向けて取り組んでいる事業者をホームページなどで紹介し、事業者によるプラスチックごみの削
減、食品ロスの削減を推進する。

　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　近年、全国各地で多発している大雨による災害も想定するとともに、発災時の具体的な事務マニュアル
の整備や仮置場候補地の選定等、実効性を確保した計画とするため、平成28 年3 月に策定した「廿日市
市災害廃棄物処理計画」を改訂する。

　　キ　生活排水対策

　本市のし尿処理施設である廿日市衛生センターは稼働開始から20 年以上が経過しているため、施設の
老朽化に対応した維持管理計画を立て、適正な処理を継続していく必要がある。
　また、本市から発生するし尿・汚泥については、処理量の減少が予測されるため、施設集約化によるコ
スト低減、消費電力量の削減による二酸化炭素の排出抑制を目指し、下水道処理施設の利活用を検討する
こととし、し尿処理施設のあり方を検討する。

　　オ　事業系ごみに関する施策内容
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

　継続的に計画の点検、評価、見直しを行い、より実効性の高い計画とする。
　具体的には、計画の策定及び実施後、廿日市市と廃棄物減量等推進審議会が主体となり、進捗状況・達
成状況の確認を行う。これを受けて、廿日市市が主体となりその結果を公表するとともに、必要に応じて
計画の見直し及び改善を行う。

　一般廃棄物処理を取り巻く社会・経済情勢の変化への適応を目的として、必要に応じて計画の見直しを
行い、次期計画策定へ反映するものとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計
令和

７年度
令和

８年度
令和

９年度
令和

10年度
令和

11年度

0 1,280,703 0 1,068,763 0 125,721 712,417 230,625 0

1 廿日市市 340 m
2 R10 R10 R10 R10 231,952 230,625 0 0 0 230,625 0

1 廿日市市 R8 R9 R8 R9 1,048,751 838,138 0 125,721 712,417
併設されている粗大ごみ処理施設
の解体等を含む。

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 51,859 0 51,859 14,520 15,540 21,799 0 0

① 廿日市市 340 m2 R7 R9 R7 R9 51,859 51,859 14,520 15,540 21,799 0 0

0

0

45,138 45,138 15,046 15,046 15,046 0 0

2 廿日市市 R7 R9 R7 R9 45,138 45,138 15,046 15,046 15,046
全体の事業期間は令和5年度～
令和9年度である。

浄化槽整備事業（下記事業を除く） 205 基 45,138 45,138 15,046 15,046 15,046
全体の事業期間は令和5年度～
令和9年度である。

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除く） 基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 1,377,700 0 1,165,760 29,566 156,307 749,262 230,625 0

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別 規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

施　設　名　称　等

マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

(仮)はつかいち一時保管施設

廃焼却施設解体

エネルギー回収等のための整備事業

廃棄物運搬中継のための整備事業

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業

し尿処理施設の改良事業等

適正な最終処分のための整備事業

計画支援事業等

事業番号１のための計画支援

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

公共浄化槽等整備推進事業

合     　　計

事業
番号

事業主体
名　　称

備　　考

内
訳

内
訳
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一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

①総人口（人） 117,045 116,788 116,360 116,068 114,454 113,675 113,554 113,433 113,312 113,191 113,069

②事業系ごみ排出量
（トン）

11,375 11,543 12,211 12,144 11,313 11,235 11,224 11,212 11,200 11,188 11,176

③生活系ごみ排出量
（トン）

23,644 22,715 22,033 21,145 21,343 20,895 20,573 20,252 19,932 19,613 19,294

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

469 453 446 426 434 428 422 415 410 403 397

その他排出量
（トン）

697 681 630 560 681 681 681 681 681 681 681

⑤総排出量
（トン）

35,716 34,939 34,874 33,849 33,337 32,811 32,478 32,145 31,813 31,482 31,151

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

836 820 821 797 798 791 784 774 769 762 755

⑦総資源化量
（トン）

4,142 3,925 4,011 3,842 4,734 4,987 5,261 5,529 5,790 6,045 6,293

⑧埋立最終処分量
（トン）

3,961 3,455 2,970 3,042 2,989 2,935 2,902 2,868 2,835 2,801 2,768

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

3,607 3,409 3,097 3,027 3,203 3,137 3,088 3,040 2,991 2,944 2,896

年間日数
（日）

365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365

過去の状況・現状 予測

指標・単位
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697  681  630  560  681  681  681  681  681  681  681 

23,644  22,715  22,033  21,145  21,343  20,895  20,573  20,252  19,932  19,613  19,294 

11,375  11,543  12,211  12,144  11,313  11,235  11,224  11,212  11,200  11,188  11,176 

35,716  34,939  34,874  33,849  33,337  32,811  32,478  32,145  31,813  31,482  31,151 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

4,142  3,925  4,011  3,842 

4,734 
4,987 

5,261 
5,529 

5,790 
6,045 

6,293 

3,961 
3,455 

2,970  3,042  2,989  2,935  2,902  2,868  2,835  2,801  2,768 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）
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117,045 
116,788 

116,360 
116,068 

114,454 

113,675  113,554  113,433  113,312  113,191  113,069 

111,000

112,000

113,000

114,000

115,000

116,000

117,000

118,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

469  453  446  426  434  428  422  415  410  403  397 

836  820  821  797  798  791  784  774  769  762  755 
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの
ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの
排出量

（ｇ/人日）
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目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

総人口（人） 121,062 116,788 116,360 116,068 114,454 113,675 113,554 113,433 113,312 113,191 113,069

63,732 66,174 68,136 68,889 74,511 76,587 78,599 81,501 82,346 82,903 82,909

52.6% 56.7% 58.6% 59.4% 65.1% 67.4% 69.2% 71.8% 72.7% 73.2% 73.3%

367 366 365 345 340 331 324 317 310 303 296

0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3%

25,189 24,663 21,289 21,233 18,014 16,992 16,231 14,203 13,940 13,812 13,927

20.8% 21.1% 18.3% 18.3% 15.7% 14.9% 14.3% 12.5% 12.3% 12.2% 12.3%

未処理人口（人） 31,774 25,585 26,570 25,601 21,589 19,765 18,400 17,412 16,716 16,173 15,937

生活排水の処理の実績と予測

過去の状況・現状 予測

汚水衛生未処理人口

　指標・単位

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

31,774 25,585 26,570 25,601 21,589 19,765 18,400 17,412 16,716 16,173 15,937

25,189
24,663 21,289 21,233

18,014 16,992 16,231 14,203 13,940 13,812 13,927

367
366 365 345

340 331 324 317 310 303 296

63,732
66,174 68,136 68,889

74,511 76,587 78,599 81,501 82,346 82,903 82,909

121,062 116,788 116,360 116,068 114,454 113,675 113,554 113,433 113,312 113,191 113,069
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過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口の推移

公共下水道（人）
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（人）

合併処理浄化槽等

（人）

未処理人口（人）
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○対象地域図及び施設の位置図

大野一般廃棄物最終処分場

宮島一般廃棄物最終処分場

はつかいちエネルギー
　　　　　　　クリーンセンター
・焼却施設
・粗大ごみ処理施設

はつかいちリサイクルプラザ
廿日市市一般廃棄物最終処分場

宮島清掃センター
宮島粗大ごみ処理施設
宮島不燃物処理施設
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○処理区域及び生活排水処理施設の位置図

資料：第３次一般廃棄物処理基本計画（令和５年３月策定）
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○ハザードマップ（土砂災害）

資料：廿日市市Webハザードマップ
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○ハザードマップ（洪水）

資料：廿日市市Webハザードマップ
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○ハザードマップ（高潮）

資料：廿日市市Webハザードマップ
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○ハザードマップ（津波）

資料：廿日市市Webハザードマップ
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